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日本の女性管理職の割合は依然15% 前後と、世界と比較すると低い水準にあり、政府が掲げる30％の目標にも程遠く、
女性の昇進意向が男性よりも低いのは周知の事実である。しかし、その理由を「女性は家庭との両立が大変だから」 
あるいは「女性は自信がないから」といった安易な説明で済ませるのは、問題の本質を捉えていない。一般的に言われる
理由で片づけるのではなく、組織として能力ある女性の躍進を後押しするにはどのような支援をするべきか。
マッキンゼー日本支社の独自の調査結果とともに、今後の企業における女性活躍推進に向けた提言をまとめる。



ジェンダー・ダイバーシティの推進は日本経済、
個別企業の成長にとって不可欠
女性が社会でリーダーとして活躍していくことは、単
に女性の権利としてあるべき姿であるということだけ
でなく、経済や個別企業の成長にとっても有益なこと
である、という見解がこの20年でグローバルリーダー
の間で主流となってきた。マッキンゼーも、2007年に
発表した "Women Matter"レポートで、リーダー層に
おける女性比率と企業の業績に高い相関性が見られ
ることを明らかにした1。以降、多くの地域や産業別に
同様の分析を行った結果、この傾向がほぼ例外なく当
てはまることを検証している。最近では、2020年に発
行した "Diversity wins"レポートで、ジェンダー・ダイ
バーシティにおいて上位トップ25％の企業と、下位
25％を比較した場合、財務パフォーマンスにおいて前
者が、当該国・当該産業の平均より高い業績となる割
合が9ポイント上回る、という調査結果も得られてい
る2。また、2018年にマッキンゼーが実施した分析によ
ると、女性の就労率および就労時間が増え、賃金格
差が是正されるなどのジェンダー・ダイバーシティの

1 Women matter - Gender diversity, a corporate performance driver (2007年 ):https://www.mckinsey.com/business-functions/organization/
our-insights/gender-diversity-a-corporate-performance-driver

2 Diversity wins : How inclusion matters (2020年 ): https://www.mckinsey.com/featured-insights/diversity-and-inclusion/diversity-wins-how-
inclusion-matters

3 The power of parity: Advancing women's equality in Asia Pacific (2018年 ): https://www.mckinsey.com/jp/~/media/mckinsey/locations/asia/
japan/our%20insights/mgi_power-of-parity-asia-pacific_report_april-2018.pdf

改善が実現された場合、日本ではその経済インパクト
は GDPを6％押し上げると試算している3。

日本においても、1999年より女性の社会での活躍推
進が経済成長にとって重要なレバーであるという「ウー
マノミクス」論が提唱されはじめ、2003年に日本政府
は2020年までに指導的地位にいる女性の比率3割を
達成するという、通称「202030」目標を掲げた。2016
年には女性活躍推進法が施行され、「すべての女性が
輝く社会づくり」が政府により推進されてきた。

しかし、2020年となった現在でも、日本の現状はこの
3割目標にはまだ遠く及ばない。2019年の世界経済
フォーラムが毎年発表するジェンダー・ギャップ指数
において、日本は153ヵ国中121位と過去最低ランクに
転落しており、先進国の中でも最低水準にとどまって
いる。2020年9月には、政府は前述の202030政策目
標を、2020年から2030年まで延期すると発表した。福
利厚生などの制度面での整備が進んでも、日本にお
いて女性のリーダーの比率が増えないことについては、
女性をリーダーとして育成していく上での人材育成の

より高いレベルで業務を遂行できる能力
を周囲が認めていること、また、昇進が 
自己の成長につながることを実感できる
と女性の昇進意向は高まる
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あり方が議論されると同時に、「女性が自らリーダー
になりたいというモチベーションを上げる必要がある」
という点も議論が交わされるようになってきた。

女性の管理職比率を国際比較すると、日本は
依然として低い水準にある
2013年から2019年までの調査結果を振り返ると、日
本における労働力人口に占める女性の割合は一定し
て4割強で推移し、この割合はグローバル平均を上回っ
ている( 図表1)。

一方、女性の管理職比率は、15% にとどまっており、
グローバル平均の28%を大きく下回っている( 図表1)4。
さらに、管理職の女性比率は役職が上がるほど低い

4 https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---dgreports/---dcomm/---publ/documents/publication/wcms_700953.pdf
5 https://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/r02/zentai/html/zuhyo/zuhyo01-02-13.html

水準にあり、2019年では係長19%、課長11%、部長
7%となっている5。

今回、マッキンゼー日本支社は、女性がリーダーとし
て活躍するにあたり何が障壁となっているかを分析す
る目的で22～59歳の男女就労者2,000人に対してオン
ラインアンケート調査を実施した( 期間 : 2020年7月14
日～19日)。さらに、その結果について同年11月末に
日本で活躍する約30名の女性エグゼクティブとの討議
の場を設定し、女性の活躍をさらに推進するには、福
利厚生などの企業サポートといったハード面での施策
に加え、人材育成・コミュニケーション、そして女性
本人の意識などのソフト面をいかに改善すべきかを議
論した。

図表1

就労者全体 管理職

2013 2019

資料: ILOSTAT、内閣府男女共同参画局
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2020年に発生した世界的なコロナ禍により
働き方が変化し、リモートワークが一気に
普及したことでライフスタイルの自由度が
拡大した一方で、職場と家庭の境界線が
失われることにより女性にかかる負荷が重
くなるという側面も明らかになってきている。
これによって、過去数十年で世界的に進化
してきた女性の職場におけるダイバーシティ
向上の成果は今、リスクにさらされている。

米国でマッキンゼーが発行したコロナ禍に
お ける "Women in the Workplace 2020"
レポート6では、新型コロナによってもたら
されたリモートワークや経済不安の傾向が、
男性より女性に対してより大きな影響を与
える傾向が報告されている。

6 https://www.mckinsey.com/featured-insights/diversity-and-inclusion/women-in-the-workplace

新型コロナをきっかけに、仕事を負担のよ
り少ない役職・ロールに変更したり退職し
たりすることを考えた人の割合は、子供が
いない場合は男女間であまり大きな差は
ないが、10歳以下の子供がいる女性は同
じ条件の男性と比べると約2倍高い割合と
なり、その主な理由は家庭内での負担が
増えたことと回答している。

同様のリスクや傾向は日本でも存在すると
考えられる。この状況下で、なおも職場で
のダイバーシティを推進させるには、以下
のような施策を本格的に展開することが必
須となる。

 — サステナブルな働き方を積極的に推奨

 — フレックス勤務体制のあり方の見直し

 — リモートワークの状況を踏まえた評価
基準を定義し、評価対象者に明示

 — ジェンダーに対する無意識バイアスの解
消に向けた施策、トレーニングの導入

 — 従業員のサポート体制の強化および利
用推奨

 — 社内コミュニケーションの頻度を上げ、
ビジネスの状況、主要な決定事項を明
確に伝達

Withコロナ時代におけるジェンダー・ダイバーシティ

女性は男性に比べて管理職への昇進意向が
低いが、昇進を望まない理由ではワークライ
フバランスを除いて男女間に大きな差はな
かった
女性の管理職比率が低いという課題提起の際に、よく
育児休職やリモートワークなどの制度が充実していな
いことが要因として議論にあげられることが多い。 
しかし政府統計を見ると、制度面でのサポートは各企
業が充実を図っていることがわかる7。厚生労働省の調
査によると、従業員500人以上の事業所における育児
休業制度の導入率は2019年度で99%と高い水準にあ
る。リモートワークの導入率も年々上昇しており、2019
年度の総務省調査によると、従業員500人以上の企業
で23%、従業員1,000人以上の企業で47%となってい
る8。

7 https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/71-23c.html、https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics05b2.html
8 https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/pdf/HR201900_002.pdf

今回実施した就労者向けオンラインアンケート調査に
おいても、育児休職やリモートワークなどの福利厚生
や働き方をサポートする制度の活用率は7割程度と回
答されており、制度に対する満足度も「やや満足」「満
足」「とても満足」と回答した人が男女ともに約9割で
あることが分かった。

また、自分のキャリアを支えてくれ、キャリアにおける
チャンスなどの新しい機会を与えてくれるような支援者

「スポンサー」がいるかという問いに対しても、「い
る」と回答した比率は約6割と男女間で大きな差はな
かった。

図表2の結果から見ると、現在の職場における働き方
をサポートする制度の状況に対する捉え方で就労者の
男女間で差が少ないことから、組織が提供するサポー
トの不足が女性リーダーの割合を低くとどめている大
きな原因となっているとは考えにくい。
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図表2

図表3

では、女性の管理職比率の低さの原因を解き明かす
にあたり、何がポイントとなるのか。それは「昇進意
向」の違いであることが本オンラインアンケート調査
で明らかになった。今後昇進を望んでいるか、という
問いに対し、女性は男性より12ポイントも昇進意向が
低く、また別の質問では、性別が昇進・昇給・新た
な機会を得るためのハードルになると感じている割合
は、女性が男性より13ポイント高かった ( 図表3)。な
お、職場における現在の職位が低い層ほど(「役職な

し」、「係長・主任クラス」)、男女間で昇進意向の
ギャップが大きいという結果も得られた ( 図表4)。

この男女間における昇進意向の差を生み出す原因の
一つとして、「自己評価 (自信 ) の差」が挙げられるこ
とがある。例えば、2019年の全米経済研究所のリサー
チによると、女性は男性より自分のパフォーマンスを
平均15% ほど低く評価する傾向にあり、この自己評価
の差が昇進や給与の差に影響するとしている。

働き方をサポートする制度
の利用状況について

「企業が提供している制度を
利用したことがあるか」 
%; n = 2,000 

働き方をサポートする制度
に対する満足度について
 「現在の勤務先の制度で
利用したことのあるものに
ついて満足しているか」 
%; n = 1,470 

資料: 2020/7/14~7/19  就労者に対するオンラインアンケート： Q14「あなたの現在の勤務先が提供している・または実施している施策・制度のうち、ご自身が利用したことのあるものを
選んでください」(複数回答) Q15 「ご自身が利用されたことがある施策・制度について、どの程度満足ですか？」(単一回答)
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資料: 2020/7/14~7/19 就労者に対するオンラインアンケート: SC13「現在の勤務先で今後昇進を望んでいますか。現在転職を考えている方も現在の勤務先に残ると想定してお答え
ください」(単一回答) Q5「今後、あなたの性別によって現在の勤務先における昇進や昇給などを得ることがより難しくなる、または容易になると思いますか。分からない方も現状で
最も想像し得る選択肢をお選びください」(単一回答)
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しかし、今回行ったアンケートの結果を分析してみる
と、男女間の昇進意向の差が、自信の差だけに起因
しているとは考えにくい。実際に「昇進したくない」
と答えた回答者に対して、昇進を望まない理由をたず
ねたところ、上位5位までの理由は、男女ともに「役
職に伴って発生する責任を取りたいと思わないから」

「ワークライフバランスが取れなくなるから」「管理職
という仕事に全く興味がないから」「昇進しても給与
があまり変わらないから」「次の役職をきちんと果た
せる自信がないから」となり、共通点の方が多くみら
れた ( 図表5)。

アンケート参加者に自分の職場における管理職の男女
比率を均等にする上での課題をたずねてみると、男性
は「女性の人材がそもそも少なすぎる」が最も多く、
2番目に多い回答は「管理職になりたいと自ら思って
いる女性が少ない」となっている。一方で女性の回答
をみると、トップの理由が「管理職になりたいと自ら
思っている女性が少ない」となっており、2位以下の
理由に大きく差をつけている( 図表6)。男性からみて
も、女性自身が他の女性をみても「昇進意向」が大
きな課題として認識されていることが見えてくる。

なお、今回のアンケート調査では、昇進したくない理
由の上位5位のうち、「ワークライフバランスが取れな

くなるから」に関してのみ、明らかな男女差がみられ、
この理由を挙げるのは女性のほうが男性より4.3ポイン
ト高かった( 図表5)。このことから、企業などの組織が
女性の活躍を後押しするのとは別の課題として、家庭
内での負担改善や意識改革などが引き続き必要であ
ると考えられる。現に、この調査結果を複数名の女性
エグゼクティブと討議した際にも、自身の職場におけ
る女性社員は一人で家事育児も仕事も抱え込み、夫
からのサポートを得られないことが昇進意向を持つ上
での一つの阻害要因となっているのではないかという
声もあがっていた。

女性の昇進意向を引き出すには、男性よりも
明確なコミュニケーションやきっかけが必要
– 自己肯定および自己成長がキーワード
昇進を望まない理由には男女で大きな差がない一方
で、昇進意向の点では男女間の差が数字に表れてい
る。この根底にある要因をさらに深く理解するため、既
に課長や部長などの管理職ポジションに昇進した男女
470名に対して、昇進に興味を持った、または昇進を
希望するきっかけとなったものは何であったのかをた
ずねた( 就労者に対する追加オンラインアンケート( 期
間 : 2020年9月4日~9月7日))。すると、男女間で「昇
進意向」のきっかけに違いがあることが分かった。

図表4

「現在の勤務先で今後昇進を望んでいますか」         
%; n = 2,000; 「はい」と回答した割合

資料: 2020/7/14~7/19  就労者に対するオンラインアンケート:  SC13「現在の勤務先で今後昇進を望んでいますか。現在転職を考えている方も現在の勤務先に残ると想定してお答え
ください」(単一回答)
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図表6

図表5
「現在の勤務先で一つ上の職位への昇進を望もまない理由を最大3つまで選んでください」

%; 昇進意向について「現在の勤務先で昇進を望んでおらず、現在の職位にとどまりたいと回答した回答者; 複数回答

資料: 2020/7/14~7/19 就労者に対するオンラインアンケート: Q11「現在の勤務先で一つ上の職位への昇進を望まない理由を最大3つまで選んでください」(複数回答)
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資料: 2020/7/14~7/19 就労者に対するオンラインアンケート: 「あなたの現在の勤務先において、管理職の男女比率を均等にする上で課題となるものは何だと思いますか。
最大3つまでお選びください」(複数回答)
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管理職になりたいと自ら思っている女性が少ない

女性の人材がそもそも少なすぎる

女性の離職率が男性より高い

管理職として成功する為に必要な業務や責任の伴う役割を
担おうという女性が少ない

女性が主任・マネージャーに昇進する確率が低い

社内にはすでに男性と同じかそれ以上の女性管理職が十分いる

女性に成長や昇進をサポートし機会を与えてくれる上司が少ない

女性は男性とは異なる基準で評価されている

女性が尊敬されにくい職場だ
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女性は、上司・同僚から能力や強みを認められてい
ると伝えられたこと、昇進を通して新しい挑戦または
自身のやりたいことを実現することができると捉えられ
たことが昇進意向のきっかけであったと回答した人の
割合が高かった。対して、男性は経済的メリットや社
会的地位の向上、過去の努力に対する当然の報いと
して、昇進意向を持つようになったと回答した人が多
かった ( 図表7)。

具体的な定性コメントとして、女性は「憧れの先輩や
上司に認めてもらい、期待に応えたいと思ったから」
や「自分の可能性を試したくて」、「自分が目指す目標
が見つかったから」などのより個々の強みや自己成長
機会を明確に自覚できる言動がきっかけとして重要
だったというものが多かった。一方、男性は「成果に

見合う地位や相応の立場・報酬が得られるから」、「同
期・同僚に遅れをとりたくないから」などの金銭、社
会的立場や会社内での立ち位置を気にしたきっかけを
あげる回答者が多かった。

このような男女での昇進意向のきっかけの違いを理解
し、女性の管理職比率向上に取り組む企業は少なくな
い。女性部下を持つ管理職向けのコーチングやコミュ
ニケーション研修、女性が目指すべき目標とキャリア
プラン二ングを実施する研修などは、前述の自己肯定
感の構築や自己成長という女性が重要と感じるきっか
けに直接的に働きかけるものとなる。

『日経 WOMAN』「日経ウーマノミクス・プロジェクト」
(2020年6月号 )が実施した「企業の女性活用度調査」

図表7

資料:  2020/9/4~9/7 就労者に対するオンラインアンケート: ASC5「現在ないしは過去の勤務先で昇進に興味を持つ、または希望するきっかけとなることが次の中からあった場合、選択し
てください」(複数回答)
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「管理職になりたいと思ったきっかけは何ですか」
%; 複数回答

当時担当していた仕事には慣れていたため、新しい内容に挑戦したかった 

上司/人事から昇進の可能性があると言われた

大きな業績を上げた 

上司、同僚、人事が昇進を促し、勧められた

昇進前に、管理職の役割と責任について説明を受けた

勤務先に手本にしたいロールモデルに出会った

近い勤続年数の同僚が管理職に昇進した

上層部より女性の管理職を育成するよう指示を受けた

女性リーダー育成プログラムに参加したことがある

こうなりたいと思っていた有名なリーダーと知り合う機会を得た 

友人や知人が管理職に昇進した

社外で手本にしたいロールモデルに出会った                  

その他
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で、2020年版「女性が活躍する会社 BEST100」の総
合ランキング1位、管理職登用度部門でも1位9の日本
IBMは、部下の個々の強みを引き出せるような管理職
向けトレーニングに力を入れている企業の一つである。
こうした調査結果を受け、マッキンゼー日本支社が日
本 IBM 人事担当者にインタビューをしたところ、次の
ように語っている。

「弊社内でも調査を進めると、女性社員は本心では昇
進意向がないわけではなく、ちょっとした一押しが必
要であることが分かりました。『ちょっとした一押し』
は金銭的メリットなどよりは言葉での励ましが重要だっ
たのですが、男性上司がそこに気づいていないケー
スが多かったので、管理職候補の管理職になりたくな
い理由や効果的なコミュニケーション方法における男
女それぞれの特性を理解してもらって、上長にその差
の気づきを与えるような打ち手を取っています。

例えば、『私なんてとても務まりません』という部下に
対して、女性の場合は同調が逆効果であり、個々人の
どこが優れているのか、なぜ選ばれているのかを上長
がきちんと個々人に声掛けすることにより女性が自分
の能力・スキルが認められていることを実感すること
が重要です。このような『よくある面談でのQA 集 /NG
集』を作り、女性部下を持つ管理職向けトレーニング
を実施しています」

以前より女性活躍に取り組んでいる、人材系企業の人
事担当者にもインタビューをしたところ、上司が女性
管理職候補とコミュニケーションを取る際の心得につ
いて、次のように語っている。

「昇進に関して、やりたいという意思を見せる男性社員
と比較して、女性社員は、回数を重ねたやり取りが必
要になる傾向があります。こういった違いを上司が理
解し、かつ女性の管理職を増やすことが会社の業績
向上につながるということについても、腹落ちしてい
る状態にすることが重要です」

女性活躍に優れた上場企業を経済産業省が選定する
「なでしこ銘柄・準なでしこ銘柄」10の対象となっている
企業10社の中には、自己成長機会の提示という点に
力点を置き、女性が目指す姿やそこにたどりつくキャ

9 https://www.nikkeibp.co.jp/atcl/newsrelease/corp/20200507/
10 https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/diversity/nadeshiko.html
11 https://www.exeo.co.jp/company/sustainability/diversity/#t3-1
12 https://www.sekisui.co.jp/csr/human/activity/index.html

リアプランに取り組む研修と、管理職向けトレーニン
グを同時に実施している例が見受けられる。協和エク
シオでは、管理職登用を期待する女性とその上司に
対して合同研修を行い、女性リーダー層に対するキャ
リアコースの一つとして管理職になることも選択肢で
あることの意識醸成と能力習得を実施している11。似た
ような事例として、積水化学では女性と直属上司を対
象に、「女性キャリアディベロップメントプログラム｣
を実施している12。

次世代女性リーダーの昇進意向を引き出し、
育成するために日本の現リーダーに求める
こと
コロナ禍での環境変化がみられる中、今まで以上に
ジェンダー・ダイバーシティを推進させることが日本企
業にとって重要となる。そのため、既に多くの企業で
進展してきた育児休職やリモートワークなどの制度の
インフラ整備のみならず、昇進意向を抱かせその変革
を持続させる仕組みを構築、そして実行していく必要
がある。

特に管理職層におけるダイバーシティの実現は、企業
が取り組むべき大きな変革の一つである。マッキン
ゼーが提唱する企業変革を完遂する上で、成否を左
右する4つの要件をまとめた「インフルエンスモデル」
に沿って、本調査から導かれた重要なアクションを整
理する。

 — ジェンダー・ダイバーシティの重要性の周知徹底 :
今一度、ジェンダーを含めたダイバーシティが企
業の成長およびパフォーマンス向上につながるこ
とを経営トップ層から明確に、繰り返し全社員への
強いメッセージとして配信

 — 経営管理の強化 : 経営陣が2～3年先を見据え、各
社で目指すべき現実的なジェンダー・ダイバーシ
ティ/ 管理職比率の数値目標を設定した上で、そ
の数値目標を最小単位の各部署におけるKPIとし
て落とし込み、モニタリングを実施

 — ロールモデルの強化 : 役員に限らず、すでに存在
する女性リーダーをロールモデルとして見える化し、
若手層が想像し得る未来の姿を提示
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 — 昇進意向を引き出すプログラムや現管理職層向け
トレーニングの導入 :

• スポンサーシップやメンタリングなど、女性が管
理職としての自らの将来像を描けるようサポート
するネットワークの強化

• 昇進が自己成長の機会であることを実感でき、 
自己肯定感を醸成するトレーニングの実施

• メンターとなる現管理職層向けに、女性社員の
特色を理解し、モチベーション醸成の具体的な
方法について学ぶことに特化したトレーニング
を実施

特に最後に挙げた取り組みについては、今回のアン
ケート調査でも明らかになったように、組織で既に指
導的立場にあるリーダー層が、女性の管理職候補に
対して積極的に各個人の強みやキャリア形成にパーソ
ナライズした理由を説明することが、女性の昇進意向
を上昇させるきっかけとして大きなインパクトをもたら
すことが期待できる。

「女性リーダーを組織として増やしたいから」、「そろそ
ろマネージャー・部長となるタイミングだから」といっ
た外部環境を起点とした一般的な理由ではなく、それ
ぞれの女性がリーダーとして十分な実力や実績を持っ
ていること、自身の経験からも昇進が自身のやりたい
ことや成長を実現するための手段であることを言語化
することが重要となる。管理職候補者にリーダーとし
て活躍できる根拠を明確に伝えることで、本人が自覚

を持ち、リーダーとして新しいチャレンジや貢献がで
きると実感するようなきっかけを作ることができる。

将来の女性リーダーとの対話を実施するにあたり、組
織の中で既にリーダーの立場にある男女共に求められ
ることは、対話を昇進時の一時的なものとして終わら
せるのではなく、中長期的なメンターとしての関係を
構築し、継続的にサポートを実施することである。今
回討議をした約30名の女性エグゼクティブからも、自
身が初めて昇進した際には、推薦してくれた人からの
継続的なサポートや共に責任を負うことへの決意表明
があったことで決心がついたとの声が多く上がり、自
らも積極的にポテンシャルの高い女性に対して「あな
たならできる」とはっきり言い続けているという意見
も多かった。

このような対話は、各現場のリーダーが個人の判断や
感覚だけで行うのではなく、組織の取り組みとして企
業全体でも推進できるよう、管理職トレーニングで、女
性部下を持った場合の面談の仕方やロールプレーな
どの研修を実施する施策を、今後のジェンダー・ダイ
バーシティの枠組みの一つとして取り入れていくことが
有効であると考える。こういったアクションを通じて、
今後、日本において多くの女性管理職候補者が指導
的地位に就く能力が備わっているということを自覚し、
その経験や実力をリーダーとして発揮することで、日
本ひいては世界で経済や企業の成長の一翼を担う存
在となってもらいたいと切に願っている。
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